
（平成２１年４月１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認岐阜地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岐阜国民年金 事案 498 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年 10 月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年 10月から 40年３月まで 

    申立期間当時は住み込みで美容院に働いていた。その時店主が従業員の

給料から天引きで保険料を集金し納付していた。申立期間が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年金加入期間

において、申立期間を除き国民年金の未納期間は存在しない。 

また、申立期間当時同じ美容院で働いていた同僚から、店主が従業員の給

料から天引きで保険料を集金し納付していたとの証言が得られた。 

さらに、同僚の被保険者名簿を確認したところ、申立人同様美容院の住込

先の住所であることが確認できる上、その同僚は 20 歳時から申立期間を含め

国民年金保険料の納付記録が確認でき、国民年金の未納期間が存在しない。 

これらのことから、申立人の主張は信憑
ぴょう

性が高いと考えられ、申立人の申

立期間の保険料が未納となっているのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

岐阜国民年金 事案 499 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年 10 月から 42 年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 42年３月まで 

私は 20 歳になった時、自宅近くにあったＡ市役所Ｂ支所で国民年金に加

入した。当時は勤めていたが厚生年金保険加入の認識は全く無く、出向先

の女子事務員から国民年金への加入が必要と言われ加入した。国民年金保

険料は加入と同時にＢ支所の隣にあったＣ農協で実父及び妻の保険料と一

緒に納付していた。申立期間が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き、国民年金加入期間の保険料をすべて納付して

いる上、その実父や妻も国民年金加入期間の保険料をすべて納付しており、

申立人とその家族の納付意識が高かったことがうかがわれる。 

また、社会保険庁の記録によれば申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 42

年７月ごろに払い出されているが、申立人はそのような時期に国民年金への

加入手続を行った記憶は一切無いと繰り返し述べている上、申立人は 19 歳で

Ｄ県交通安全協会からＥ県警察本部へ出向の際、女性事務員から 20 歳になっ

たら国民年金へ加入するよう強く言われ、申立人自身が 20 歳になった際、自

宅近くのＡ市役所Ｂ支所で国民年金に加入し、農協で納付していたと述べて

いる。このように、申立人は国民年金加入時の状況を明確に記憶している上、

Ａ市役所Ｂ支所で国民年金加入手続が可能だったこと、及びＣ農協で申立期

間当時から保険料を納付することが可能だったことが確認できる。 

さらに、申立人の妻についてもその妻が 20歳になった昭和 43 年 10 月ごろ、

前述のとおりに同様の加入手続を申立人が行ったと述べているところ、国民

年金手帳記号番号払出簿でその事実が確認でき申立人の主張が裏付けられて

いる。 

加えて、申立人は「当時、保険料として 100 円から 200 円納付していた」

と述べており、これは当時の保険料に一致する上、社会保険庁の記録により



                      

  

納付日の確認できる期間については、夫婦同一日に納付されていることが確

認できることから、申立人が実父及びその妻の保険料と一緒に納付していた

との主張は信憑
ぴょう

性が高いと考えられ、基本的に信用できる。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 40 年４月から 41 年９月までは、申

立人は厚生年金保険の被保険者であり、国民年金被保険者となり得る期間で

ないことは明らかであることから、この期間の記録の訂正を行うことはでき

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年 10月から 42 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 

 



                      

  

岐阜国民年金 事案 500 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 38 年１月から同年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から同年６月まで 

    母親が私の国民年金加入手続をし、保険料を納付した。私が所持してい

る昭和 38 年度の領収書の備考欄に「完納」の記載があり申立期間が未納と

なっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、６か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間を除き、

国民年金加入期間について、国民年金保険料をすべて納付している。 

また、申立人が所持している昭和 40 年 11 月 24 日付けの国民年金保険料現

金領収書（昭和 38 年７月から 12 月までの保険料）の備考欄に、「完納」の

記載があることから、その領収時点で申立期間のうち 38 年４月から同年６月

までの期間は既に納付されていたものと推認される。 

さらに、申立人が所持する国民年金手帳の昭和 37 年度の年度欄は、37 か

ら 38 に訂正されている上、その印紙検認記録欄の４月から 12 月までは「無

資格」のゴム印が押印されており、１月から３月までは「現金 39.９.19」と

記載されていることが確認できる。これについては、昭和 38 年１月（昭和

37 年度の１月）に申立人が 20 歳に到達し、同月から国民年金被保険者の資

格を取得したことを踏まえると、申立人が所持する国民年金手帳の昭和 38 年

度の印紙検認記録欄に記載されている内容は 37 年度のものであり、行政側の

記録管理が適切に行われていなかった可能性がうかがえる上、申立期間の一

部である昭和 38 年１月から同年３月までは過年度保険料として納付があった

ものと認められる。 

加えて、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとするその

母親は、国民年金制度発足時の昭和 36 年度から国民年金に加入し、国民年金

加入期間すべての保険料を納付している。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 215 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立てに係る事業所における資格取得日は、昭和 40 年４月１日で

あると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の取

得日に係る記録を訂正することが必要である。 

   なお、昭和 40 年４月の標準報酬月額は３万 6,000 円、同年５月の標準報酬

月額は６万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から同年６月５日まで 

    私はＡ社Ｂ出張所に勤務していたが、出張所がＣ社となり、取締役とし

て引き続き勤務した。会社の名称が変わっただけで同じ事業所に勤務し、

給料から厚生年金保険料等が引かれていたことは、給料明細書からも明ら

かなので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社からの回答及び同僚の証言並びに申立人から提出のあった昭和 40 年３

月分から同年７月分までの給与支払明細書により、申立人は、同社及びＣ社

に継続して勤務し（昭和 40 年４月１日にＡ社からＣ社に異動）、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、Ｃ社より提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通

知書（副本）は、社会保険事務所の受付が昭和 40 年６月７日と確認でき、申

立人の資格取得年月日は同年４月１日となっているほか、厚生年金保険記号

番号欄は申立人が前事業所で取得した記号番号が記載され、社会保険事務所

が確認している旨の○確の押印がされているのが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について昭和 40 年６月５日に資格取

得した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該取得処理に係る記録は有効な

ものとは認められないことから、申立人の資格取得日は、当該健康保険厚生

年金保険被保険者資格取得確認通知書において確認できる同年４月１日であ



                      

  

ると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、給与支払明細書の保険料控除

額から昭和 40 年４月は３万 6,000 円、同年５月は６万円とすることが妥当で

ある。 

 



                      

  

岐阜国民年金 事案 501 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 42 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 42年５月まで 

病院の事務長がほかの従業員と一緒に加入手続及び保険料納付を行って

いた。保険料の納付は毎月末に事務長が集金していた。保険料は、月額

100 円から 150 円だったと記憶している。未納となっていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間当時勤めていた病院の事務長が申立人の国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、その

事務長に国民年金の加入手続、保険料の納付方法等を聴取しても高齢のため

記憶も曖昧
あいまい

である上、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料の納付に

関与していないことから、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明

である。 

また、申立人の所持する国民年金手帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿に

は資格喪失日が昭和 37 年５月１日、資格再取得日が 42 年６月５日と記載さ

れていることから、申立期間の大部分は未加入期間であり、国民年金保険料

が納付できない期間であるほか、別の国民年金手帳記号番号が払い出されて

いたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間当時勤めていた病院の事務長がほかの従業員

と一緒に申立人の国民年金保険料の納付をしていたと主張しているが、申立

期間当初の昭和 36 年４月から国民年金保険料が納付されている従業員はいな

い。 

加えて、申立人は、毎月末に事務長が保険料を集金していたと述べている

が、一度も同僚が保険料を渡しているのを見たことが無いとしている。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

岐阜国民年金 事案 502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から 54 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から 54年７月まで 

私は、母親に勧められ昭和 48 年に町役場で加入手続を行い、婦人会の集

金により保険料を納付していた。途中で資格喪失の届けを出したことも無

く、未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間直前の昭和 49 年度から 51 年度までの期間の付加保険

料を納付しており、申立期間は定額保険料を納付したと述べていることから、

付加保険料の納付を辞退する手続が必要となるが、申立人にその記憶は無く、

国民年金保険料の具体的な納付方法等の記憶も曖昧
あいまい

である。 

また、申立人の国民年金保険料の納付を裏付ける関係人の証言等も得られ

ない。 

さらに、国民年金の資格喪失日が社会保険庁の記録では昭和 52 年４月６日、

Ａ市の記録では同年４月１日となっており、資格喪失日の日付が異なるもの

の、同年４月から資格喪失していることに変わり無いことから、申立期間は

未加入期間であり、国民年金保険料を納付することができない期間である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに申立人が申立期間の国民

年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

岐阜国民年金 事案 503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 40 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年９月まで 

亡き父親が私と同年齢の人でも国民年金に加入していたことを知り、役

場で加入手続をしてくれた。昭和 36 年から父親が保険料を納付してくれて

いたが、37 年ごろからは父親が私の雇い主に米を送っていたことから、雇

い主の妻が「申し訳ない」と言って保険料を納付してくれていた。未加入

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親及び申立期間当時、勤務していた事業所の事業主の妻が申立

人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書等）が無い上、申立人自身は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与

しておらず、申立人の父親及び申立期間当時、勤務していた事業所の事業主

の妻も既に亡くなっていることから、国民年金の加入状況、保険料の納付状

況等が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 44 年７月ごろ払い出され、

申立人が所持する国民年金手帳の資格取得日が 43 年７月１日となっているこ

とから、申立期間は未加入期間であり、国民年金保険料が納付できない期間

である。 

さらに、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせ

る事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

岐阜国民年金 事案 504 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40 年４月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 42年３月まで 

    時期は定かでないが、義父が国民年金の加入手続、国民年金保険料の納

付をしてくれた。昭和 42 年度の国民年金保険料領収書（昭和 44 年 12 月９

日付け）が国民年金手帳に貼
は

ってあるので、まじめな義父が 20 歳からの国

民年金保険料もさかのぼってまとめて納付してくれたと思う。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の義父が申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人自身は、申立期間当時、国民

年金保険料の納付に関与しておらず、その義父は既に亡くなっていることか

ら、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明である。 

また、申立人は国民年金手帳に過年度の国民年金保険料の領収書が貼
は

って

あるので未納とされている期間の保険料も義父がさかのぼって納付したはず

であると主張しているが、申立期間を除いては、国民年金保険料の領収書、

検認印が押された国民年金手帳を所持しているのに対して、申立期間のみ領

収書が無いことは不自然である。 

さらに、申立人の夫は、その父親（申立人の義父）から申立人の国民年金

保険料をまとめて納付したことを聞いた記憶は無く、ほかに申立人の義父が

申立人の国民年金保険料を納付していた証言を得ることもできない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

岐阜国民年金 事案 505 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から 61年３月まで 

私は、将来のことを考え、国民年金に任意加入し保険料を支払ってきた。

年金については、国の行うことなので安心していた。途中で資格喪失の届

けを出したことも無く、未加入となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年 10 月 30 日発行の国民年金手帳を申立人自身が保管し、

どこにも預けた記憶が無いと述べており、その国民年金手帳には資格喪失日

が 58 年４月 29 日と記載されていることから、申立期間は未加入期間であり、

国民年金保険料が納付できない期間である上、別の国民年金手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、国民年金保険料の納付についての記憶が曖昧
あいまい

である上、

関係人から申立人の国民年金保険料の納付を裏付ける証言等を得ることもで

きなかった。 

さらに、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立人が申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 216 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年３月 31日から 31 年５月１日まで 

昭和 20 年 11月 20 日に、Ａ社で厚生年金保険の被保険者資格を取得した

のに、わずか４か月後の 21 年３月 31 日に資格喪失している。私は資格取

得後、代表取締役に就き、その後設立したＢ社においても代表取締役に就

き、いずれも給与から保険料が控除されていた。両事業所の代表取締役任

期中に厚生年金保険を脱退する理由は全く無い。 

記録の無い昭和 21 年３月 31 日から 31 年５月１日までの期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間における勤務実態については、商業登記簿謄本によりＡ社及びＢ

社の代表取締役であったことが確認できるものの、申立人が申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給

与明細書等関連資料は無い。 

また、申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者資格の取得及び喪

失について、社会保険庁のオンライン記録、厚生年金保険被保険者台帳（旧

台帳）の記録、厚生年金保険被保険者原票の記録、厚生年金保険証書払出簿

（旧横台帳）の記録、両事業所の厚生年金保険被保険者名簿の記録はすべて

一致しており相互に矛盾は無い上、両事業所の厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、被保険者の整理番号には欠番が無く、番号も連続している。 

さらに、「法人の代表者又は業務執行者の被保険者資格について」（昭和

24 年７月 28 日保発第 74 号厚生省保険局長から、各都道府県知事、各健康保

険組合理事長あて通知）で、「法人の代表者又は業務執行者であっても、法

人から、労務の対償として報酬を受けている者は、法人に使用される者とし

て被保険者の資格を取得させるよう致されたい」との内容が示されたことを

踏まえると、当時は代表取締役が被保険者になることは一般的ではなかった



                      

  

と推察され、申立人もＡ社の代表取締役に就任したことにより、社員であっ

た当時の昭和 20 年 11 月 20 日に取得した厚生年金保険被保険者資格を、21

年３月 31日に喪失したものと思われる。 

加えて、当該通知は実務的に浸透するまでにはかなりの年月を要したもの

と考えられ、Ｂ社においても、申立人が代表取締役に就任したものの、厚生

年金保険被保険者資格の取得届の提出に至るまでに約３年が経過したものと

推察される上に、申立人のみならず同時に役員に就任した者も、申立人と同

日に資格を取得していることから、社会保険庁の記録どおりに事業主から届

出がなされたものと推認される。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 217 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月８日から 37年９月 21日まで 

退職後すぐ再就職し、脱退手当金については全く知らなかった。その後

結婚し、脱退手当金が支給されたとする時期には、Ａ区に住んでいた。こ

のため、脱退手当金を受け取ることはできず、受給していないので、支給

済みの記録を取り消し、厚生年金保険被保険者期間に算入してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁が保管する申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、

社会保険事務所からの脱退手当金給付裁定時の記録照会に対する回答の記録

がある上、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 37 年９月 21

日の前後約５年に資格喪失した者 91 名のうち、54 名について脱退手当金の

支給記録が確認でき、そのうち 47 名について資格喪失日の約６か月以内に脱

退手当金の支給決定がなされていることを踏まえると、事業主による代理請

求がなされたものと推認されることから、申立人についても同様に代理請求

がなされた可能性がうかがえる。 

さらに、申立人から聴取しても申立以上の証言は得られず、ほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 218 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年１月９日から 44年７月１日まで 

             ② 昭和 46年３月 16日から 48年３月 21日まで 

    昭和 39 年１月９日から 44 年７月１日までＡ社、46 年３月 16 日から 48

年３月 21 日まではＢ社で事務員として勤務していて厚生年金保険料は給料

から控除されていた。独身の時の厚生年金保険が社会保険事務所の記録で

は脱退手当金として支給したことになっている。受給していれば、当時の

相当な金額で覚えがあるはずである。忘れることは無いので、年金として

受給できるように記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所には、脱退手当金裁定請求書及び裁定伺が保管されており、

請求書に申立人の署名、押印があるほか、脱退手当金が支給された当時の住

所及び電話番号が記載されている上、裁定伺の送金先は、住所地の最寄りの

郵便局であることが確認できることから、申立人の意思に基づき脱退手当金

が請求されたものと考えられる。 

   また、当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、厚生年金

保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」表示をすることとされて

おり、申立人が所持している厚生年金保険被保険者証には当該表示が確認で

きる。 

   さらに、申立人の被保険者原票にも脱退手当金を支給した旨の「脱」表示

が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは

無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   加えて、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を支給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 219 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年４月 15日から 32 年 10月 21日まで 

    昭和 26 年４月 15 日からＡ社Ｂ工場に６年６か月間勤め結婚のため退職

した。 

    自分自身で厚生年金保険からお金を戻してもらったことは無い。よって、

脱退手当金の支給記録を取り消し、厚生年金保険の年金算定期間に加算し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたＡ社Ｂ工場の被保険者名簿で申立人と同時期に厚生

年金保険被保険者資格を取得した 109 名の女性従業員の脱退手当金支給記録

を確認したところ、73 名に脱退手当金の支給記録があり、64 名が資格喪失日

の約６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、複数の同僚は当

該事業所が代理で請求した旨の証言をしていることを踏まえると、申立人に

ついてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いも

のと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りも無く、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月後の昭和 32 年 12 月 26 日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

岐阜厚生年金 事案 220 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年９月 10日から同年９月 30日まで 

ねんきん特別便によるとＡ社の入社が昭和 28 年 10 月１日になっている

が、辞令では同年９月 10 日になっているので、同月を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間から勤務していたことは、雇用保険の加入記録や同僚の

証言からも確認することができるが、申立人が申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細等の資

料は無い。 

また、申立事業所で保管されている厚生年金保険と雇用保険の取得日を管

理している台帳によると、申立人を含め当時の多数の従業員について、雇用

保険の取得年月日と厚生年金保険被保険者資格の取得年月日が異なることを

確認できる。公共職業安定所の記録も申立事業所で保管されている記録と一

致しており、申立事業所は、入社年月日とは別途異なる日を厚生年金保険被

保険者資格の取得年月日に設定していたものと推察できる。 

さらに、申立人と同日に入社した同僚に確認したところ、「９月は見習と

いうことで、日給だった。正社員は 10 月からだったと思う」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を控除された事実を確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


